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本日のご報告内容

１．環境放射線に係わる事象

２．柏崎刈羽原子力発電所における
安全対策の取り組み状況
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２

周辺環境へ影響を及ぼす事象はありませんでした。

１．環境放射線に係わる事象
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３

２．柏崎刈羽原子力発電所における
安全対策の取り組み状況

１．核物質防護事案に対する取り組み状況

２．安全対策工事の取り組み状況

３．衛星電話設備の不具合について
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設備面での取り組み

４１．核物質防護事案に対する取り組み状況

設備面では更なる強化に向けて、立入制限区域※の見直し等の取り組みを進めています。
※発電所の業務上許可された者以外の立入を制限する区域のこと

核物質防護に関する改善措置を一過性のものとしないため、社長直轄の核物質防護モニタリング室が
社員や協力企業社員の行動観察、モニタリングを実施しています。その中で意識や行動に劣化兆候が
見られた場合は社長に報告、速やかな改善を実施します。

社外有識者等で構成される第三者委員会（改善措置評価委員会、核セキュリティ専門家評価委員会）に核物質防護
や所内のコミュニケーションの状況等を定期的に確認いただいています。

改善措置評価委員会（第4回）： 2024年12月6日
・社員の意識や働く意義についてまだらが見られる。引き続き、その目的や意義を浸透させることが重要

核セキュリティ専門家評価委員会（第23回会合）： 2024年12月23日、24日
・未許可ボンベの持込事案について、しっかり改善がされている

運用面での取り組み

外部からの評価

主な公表事案

作業に用いるボンベが、持込申請がされずに周辺防護区域、防護区域の荷物点検を通過していた事案
が発生しました。対策としては、持込申請書類や荷物点検方法の見直しなどを実施しております。
本事案は原子力規制委員会において安全上の重要度「緑」※の評価（2024年11月27日）となりました。
※「緑」の評価：安全確保の機能または性能への影響があるが、限定的かつ極めて小さなもの。事業者の改善措置活動により改善が見込める水準のものに適用。
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5１．核物質防護事案に対する取り組み状況

【参考】設備面での取り組み
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６２．安全対策工事の取り組み状況（６号機）

■6号機は、燃料装荷までの工事工程の見通しが立ったことから、2025年6月10日を燃料
装荷予定日とする使用前変更申請を2024年11月28日に原子力規制庁へ提出しました。
現在、安全対策工事と使用前事業者検査を安全最優先で進めています。

■また、長期間使用していないタービン系の主要設備について、2025年1月17日より健全性
確認を順次実施しています。今後、原子炉系の健全性確認についても実施します。
①循環水系は1月17日より循環水ポンプを起動し、1月24日までに機能を確認済
②復水・給水系および復水浄化系は1月20日より復水・給水ポンプを起動し、1月31日までに機能を確認済
③復水器および気体廃棄物処理系は3月10日までに機能を確認済

【６号機 タービン系 健全性確認】

⇒3月10日確認済
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７２．安全対策工事の取り組み状況（７号機）【参考】

2024年4月15日から２6日にかけて原子炉に燃料装荷を実施しました。
燃料装荷後、2024年6月12日までに、原子炉の起動に必要となる設備と、万が一の事故の際に必要となる
「止める・冷やす・閉じ込める」ための設備の機能が発揮できることを確認しました。

燃料集合体：８７２本
制御棒本数：２０５本

■７号機は、新規制基準に基づく安全対策工事、燃料装荷前、装荷後の健全性確認を一通り
実施し、原子炉の起動に必要な主要設備の機能が発揮できることを確認しています。

７号機 燃料装荷の様子 ７号機 燃料装荷後の健全性確認

※前回ご報告内容から変更はありません
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８３．衛星電話設備の不具合について

■緊急時対策所や７号機中央制御室に設置している衛星電話（常設）について不具合を確認
し、保安規定で定めている要求台数を満足できないことから、「運転上の制限（LCO）
からの逸脱※ 」と判断しました。※保安規定で定められた要件を一時的に満たさない状態
（・緊急時対策所：2024年11月21日、2025年１月14日、１月27日発生 ・７号機中央制御室：2025年１月31日発生）

■いずれも不具合確認後速やかに、その他の通信設備が使用できることを確認しており、

緊急時の連絡は可能な状態でした。

■不具合は端末やアンテナなど、異なる機器で発生しており、現在、原因調査を進めていま
すが、対策として衛星電話（常設）の増設などを先行して実施しています。

設置場所 設備分類※ 通信連絡設備（例）

緊急時対策所

DB設備 PHS、固定電話機、FAX、送受話器（ページング設備）、
衛星電話設備（社内向）、専用電話設備（ホットライン） 等

SA設備 衛星電話設備（常設、可搬）、無線連絡設備（常設、可搬）、
携帯型音声呼出電話設備、IP-電話機、IP-FAX（有線系、衛星系） 等

７号機
中央制御室

DB設備 PHS、固定電話機、FAX、送受話器（ページング設備）

SA設備 衛星電話設備（常設、可搬）、無線連絡設備（常設、可搬）、
携帯型音声呼出電話設備

※ DB設備（設計基準事故対処設備）：新規制基準以前より設置されている既存の設備
SA設備（重大事故等対処設備） ：新規制基準を踏まえて既存設備に加えて多様性を確保した設備


